
































































































































　最高裁は、富山大学事件＝最判昭和52年 3 月15日民集31巻 2 号234頁に
おいて、昭和35年大法廷判決を引きつつ、次のように判示した。
　「裁判所は、憲法に特別の定めがある場合を除いて、一切の法律上の争















































































頁、最大判昭和58年 6 月22日民集37巻 5 号793頁。


























（ 9 ）　芦部信喜・高橋和之補訂『憲法〔第 7 版〕』（岩波書店、2019年）356頁、野中
俊彦・中村睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ〔第 5 版〕』（有斐閣、2012年）234
頁、樋口陽一『憲法（第 3 版）』（創文社、2007年）191頁、長谷部恭男『憲法（第







































29頁以下。特に、板まんだら事件＝最判昭和56年 4 月 7 日民集35巻 3 号443頁、蓮
華寺事件＝最判平成元年 9 月 8 日民集43巻 8 号889頁、日蓮正宗管長事件＝最判平
成 5 年 9 月 7 日民集47巻 7 号4667頁など。
（12）　参照、袴田事件＝最判昭和63年12月20日判時1307号113頁、日本新党繰上補充


























































































































































































96条 1 項 1 号）、あるいは当該地方公共団体における重要事件について議決




























限である（同法104条、138条 5 ・ 7 項）。
　次に、議会の会議の運営については、①定例会の回数あるいは通年の会























































司法審査の対象となるとしてきた（最判昭和26年 4 月28日民集 5 巻 5 号336
頁、最判昭和27年12月 4 日行集 3 巻11号2335頁、最大決昭和28年 1 月16日民集
7 巻 1 号12頁、最判昭和28年10月 1 日民集 7 巻10号1045頁、最判昭和28年11月20
日民集 7 巻11号1246頁、最判昭和34年 2 月19日民集13巻 2 号193頁、最大判昭和























































































































660　　早法 95 巻 3 号（2020）
町議会海外派遣研修事件＝最判平成 9 年 9 月30日判時1620号50頁、徳島県議会
野球大会事件＝最判平成15年 1 月17日民集57巻 1 号 1 頁）。
　最後に、名誉毀損を伴い一般不法行為法上の損害賠償請求訴訟の前提問

















































































れば（参照、最判平成26年 5 月27日判時2231号 9 頁）、かかる自由を制約する
議会の措置も、憲法を含む一般市民法秩序に直接関わるものとして司法権
の審査に服することになるはずである
（44）
。
Ⅵ　むすび
　地方議会に一定の自律権が認められることに争いはない。問題は、その
自律権の及ぶ領域は司法権の介入を受けない、すなわち裁判権の外にある
ものなのか、あるとしたらその範囲はどこまでか、という点にあった。
　地方自治の保障（憲法92条）に基礎づけられた自主・自律性の要請が、
議事機関（憲法93条）たる地方議会には強く求められる一方、統治機構の
一翼を構成し、高度の民主主義的運営が求められる自治体議会の性格に鑑
みれば、除名処分のみならず、議員の活動の中核をなす出席発言権と表決
権が一定期間剥奪される出席停止処分についてもその法令や会議規則適合
性の見地からする司法審査に服せしめる必要性は極めて大きい。そして、
（44）　上田健介「愛知県議会発言取消命令事件最高裁判決」法学教室455号141頁、赤
坂幸一「愛知県議会の議事録からの議員の発言削除命令事件」新・判例解説
Watch（日本評論社、2019年）20頁。参照、名古屋高判平成24年 5 月11日判時2163
号10頁、東京地判平成28年 6 月30日判タ1439号153頁。
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過半数で可決できる出席停止について、その適否を裁判所の下で争う余地
を全面的に否定することは、少数派に対する多数派の横暴を許す危険が大
きいこともよくよく考慮されなければならない。
　したがって、地方議会における議員に対する懲罰議決の司法審査につい
ては、議会自律権を根拠とする裁量が比較的広く認められる処分の裁量権
の逸脱・濫用の審査の問題として捉えれば十分であり、その裁量権の逸
脱・濫用の有無については司法審査の対象となると解すべきである
（45）
。
　このような意味で、地方議会の議員に対する包括的な懲罰権能を（除名
の場合を除くとはいえ）アプリオリに司法審査の対象外とし、「地方公共団
体の議会の議員に対する出席停止の懲罰議決の適否は裁判権の外にある。」
と判示した、最大判昭和35年10月19日民集14巻12号2633頁は、この機会に
是非とも判例変更されるべきである。
〔後記〕首藤重幸先生の御退職と私の在外研究の時期が重なってしまったた
め、本来の献呈論文を執筆することができず、2019年 9 月に最高裁に提出し
た意見書をもって先生の退職記念論文集に馳せ参じることとしました。
　2014年 4 月に早稲田大学に異動して以来、首藤先生と法学学術院の同僚と
して過ごすことができた期間は 5 年あまりに過ぎませんが、その間折々の機
会に、不案内な学内事情について御教示を頂くことができました。また、数
年前に思いがけず私が教員組合の委員長になってしまった時には組合の監事
の任を引き受けて頂いたことは今も感謝に堪えません。
　首藤先生の持ち前の反骨精神は全く衰えていないように見受けられます。
今後とも、後輩の私たちに、直接・間接の激励を頂ければ幸いです。
（45）　宇賀・前掲論文（注40）135頁、室井力『現代行政法の展開』（有斐閣、1978
年）349頁、田村・前掲論文（注31）119頁、山村・前掲論文（注40）44頁、野坂・
前掲論文（注 2 ）32頁。
